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2017年度の消費者事故等は１万952件
（消費者安全法の規定に基づく消費者庁への通知件数）

第１部 消費者問題の動向と消費者意識・行動
第１章 消費者事故等に関する情報の集約及び分析の取りまとめ結果等
第１節 消費者庁に通知された消費者事故等に関する情報の集約及び分析の取りまとめ結果

・ 内訳は、「生命身体事故等」が2,680件、「財産事案」が8,272件。

・ さらに、「生命身体事故等」は「重大事故等」1,280件と「重大事故等を除く生

命身体事故等」1,400件に分かれる。

図表Ⅰ-1-1-3 消費者安全法の規定に基づき消費者庁に通知された消費者事故等

（備考）  消費者安全法の規定に基づき、行政機関の長、都道府県知事、市町村長及び国民生活センターの長から消費者庁に通知された
消費者事故等の件数。
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第１部第１章第１節 消費者庁に通知された消費者事故等に関する情報の集約及び分析の取りまとめ結果

・ 重大事故等の通知を端緒として、2017年度は、歩行型除雪機による事故等

について注意喚起を実施。

・ 重大事故等を除く生命身体事故等では、「中毒」が約５割を占める。ほとん

どが飲食店でのノロウイルスやカンピロバクター等による食中毒。

生命身体事故等のうち、重大事故等の約８割は「火災」

図表Ⅰ-1-1-4 生命身体事故等（重大事故
等）の事故内容別の推移

（備考） ❶ ． 消費者安全法の規定に基づき、消費者庁に
通知された消費者事故等のうち、生命身体
事故等（重大事故等）の件数。

❷ ． 「その他」には、「発煙・発火・過熱」、「点火・
燃焼・消火不良」、「破裂」、「ガス爆発」、「ガ
ス漏れ」、「燃料・液漏れ等」、「化学物質に
よる危険」、「漏電・電波等の障害」、「製品
破損」、「部品脱落」、「機能故障」、「操作・
使用性の欠落」、「誤飲」、「中毒」、「異物の
混入・侵入」、「腐敗・変質」、「その他」、「無
記入」 が含まれる。
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図表Ⅰ-1-1-6
生命身体事故等（重大事故
等を除く）の事故内容別の
推移

（備考） ❶ ． 消費者安全法の規定に基づき、消費者庁に通知
された消費者事故等のうち、生命身体事故等（重
大事故等を除く）の件数。

❷ ． 「その他」は、「点火・燃焼・消火不良」、「破裂」、
「ガス爆発」、「ガス漏れ」、「燃料 液漏れ等」、「化
学物質による危険」、「漏電・電波等の障害」、「製
品破損」、「部品脱落」、「機能故障」、「転落・転
倒・不安定」、「操作・使用性の欠落」、「交通事
故」、「誤飲」、「異物の混入・侵入」、「腐敗・変
質」、「その他」、「無記入」 を含む。

559

1,400

130

711

（件）

0

1,500

中毒 発煙・発火・過熱 その他

2017 （年度）

500

1,000

図表Ⅰ-1-1-5 歩行型除雪機による事故
に関する注意喚起

注：写真の製品と通知のあった重大事故等は関係ありません。

（ 1）除雪機の下敷きになる事故の再現

概要

事例 1 除雪機を使用中、その下敷きになり
死亡した。 

事例 2
除雪機を使用中、投雪口に詰まった
雪を取り除こうとして、右手の中指、
薬指及び小指を骨折した。 

事例 3 除雪機で作業中に右手の人差し指及
び中指を切断した。 

事例 4
家族が使用中の除雪機にコートが巻
き込まれ、右半身が除雪機の下敷き
となった。 

（ 2）除雪機による事故事例

（備考）  消費者庁「除雪機による事故を防止しましょう！―除雪
機や除雪道具の使用中に毎年死傷者が出ています！―」
（❷⓪❶❼年❶❷月❷⓪日公表）
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・ 消費者安全法の規定に基づき、通知された財産事案をもとに、2017年度は事業

者名公表の注意喚起を10件実施。

・ 主な事案は、有名な組織等をかたり、有料コンテンツ利用料などの名目で金銭の

支払いを請求する 等。

第１部第１章第１節 消費者庁に通知された消費者事故等に関する情報の集約及び分析の取りまとめ結果

有名な組織等をかたる手口等について、
事業者名公表の注意喚起を実施

図表Ⅰ-1-1-9 消費者安全法の規定に基づく注意喚起を実施した財産事案例（2017年度）

手口 具体例

有名な組織等を
かたる手口

架空請求（ 5件）
実在する有名な企業の名をかたって消費者の携帯電話へショート
メッセージサービス（SMS）等で連絡し、有料コンテンツ利用料
の未払料金があるなどとして金銭の支払を請求する。

詐欺被害相談（ 1件）

有料動画サイトの未納料金などの名目で架空請求を受けた消費者に
対し、「架空請求業者と交渉して未納料金の請求を取り消す」など
と言って勧誘し、高額な依頼料を請求していたが、実際には何ら交
渉など行っていない。

個人情報削除（ 1件）
公的機関を連想させる名称をかたって消費者に電話し、「漏れてい
る個人情報の登録を削除してあげます。」などと持ちかけて金銭を
支払わせようとし、名義貸しで家宅捜査が入るなどと威迫する。

簡単に稼げると
見せかける手口

情報商材（ 1件）
写真をインターネット上にアップするだけで簡単にお金が稼げるよ
うに見せかけたウェブサイトを開設し、消費者を勧誘していたが、
実際には誰もが簡単に稼げるような仕組みにはなっていない。

在宅ワークの提供
（ 2件）

在宅ワークを希望する消費者を好条件で勧誘しておき、様々な名目
で多額の金銭の支払を要求する。
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・ 2017年の消費生活相談件数は、91.1万件。依然として高水準。

・ 法務省等をかたる架空請求のはがきに関する相談が多数寄せられたこと

から、架空請求に関する相談件数がこの10年間で最多の15.9万件。

第１部第１章第３節 消費生活相談の概況

架空請求に関する相談件数が、
この10年間で最多の15.9万件
（消費生活センター等への相談件数）

図表Ⅰ-1-3-1 消費生活相談件数の推移

（備考） ❶ ． PIO-NETに登録された消費生活相談情報（❷⓪❶❽年 ❸ 月❸❶日までの登録分）。
❷ ． ❶❾❽❹～❷⓪⓪❻年度は、国民生活センター「消費生活年報❷⓪❶❼」による「年度」データを集計。❷⓪⓪❼～❷⓪❶❼年は「年」データを集計。
❸ ． 「架空請求」とは、身に覚えのない代金の請求に関するもの。❷⓪⓪⓪年度から集計。
❹ ． ❷⓪⓪❼年以降は経由相談のうち「相談窓口」を除いた相談件数を集計。
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・ 商品・サービス別では、「通信サービス」（ウェブサイトを利用したデジタルコ

ンテンツ等）の相談件数が24.7万件と突出している。

・ 例年と異なり、「商品一般」（架空請求のはがきに関する相談等）が10.0万

件と２番目に多い。

・ 相談１件当たりの支払った金額でみると、「工事・建築・加工」（屋根工事や

リフォームに関する相談等）が108.6 万円で最も高額。

第１部第１章第３節 消費生活相談の概況

相談件数は、「通信サービス」が突出
「商品一般」が２番目に多い

図表Ⅰ-1-3-2 消費生活相談の商品・サービス別の件数・平均既支払額（2017年）

（備考） ❶ ． PIO-NETに登録された消費生活相談情報（❷⓪❶❽年 ❸ 月❸❶日までの登録分）。
❷ ． 縦軸は商品別分類の相談件数。横軸の商品別分類の幅の長さは平均既支払額を示している。
❸ ． 各商品別分類項目は相談件数の多い順に並んでいる。
❹ ． 平均既支払額は無回答（未入力）を ⓪ と仮定して、消費者庁で算出している。
❺ ． 「運輸・通信サービス」は、「運輸サービス」と「通信サービス」に分けて記載している。
❻ ． 「金融・保険サービス」の内訳は、融資サービス、預貯金・投資商品等、保険で、その件数の内訳を割合で示している。

 平均既支払額の内訳を割合で示したものではない。「金融・保険サービス」の平均既支払額は、融資サービスでは❶❹.❼万円、預貯金・
投資商品等では❷❽❷.❶万円、保険では❹❻.❸万円。
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・ 性別・年齢層別では、男女共に60歳代の相談件数が多い。

・ 男女共に幅広い年齢層で「通信サービス」の相談が大きな割合を占める。

・ 2017年は、50歳代から70歳代までの女性は「商品一般」の相談（架空請求の

はがきに関する相談等）が多い。

第１部第１章第３節 消費生活相談の概況

50～70歳代の女性は、架空請求のはがき
に関する相談等が多い

図表Ⅰ-1-3-6 消費生活相談の性別・年齢層別の商品・サービス（2017年）

（備考） ❶ ． PIO-NETに登録された消費生活相談情報（❷⓪❶❽年 ❸ 月❸❶日までの登録分）。
❷ ． 「その他商品」とは、商品別分類のうち「光熱水品」、「保健衛生品」、「車両・乗り物」、「土地・建物・設備」、「他の商品」の合

計。「その他商品関連サービス」とは、「クリーニング」、「工事・建築・加工」、「修理・補修」、「管理・保管」の合計。「その他
サービス」とは、「役務一般」、「運輸サービス」、「教育サービス」、「教養・娯楽サービス」、「内職・副業・ねずみ講」、「他の行
政サービス」の合計。

❸ ． 「運輸・通信サービス」は、「運輸サービス」と「通信サービス」に分けて記載している。
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・ 20歳代の男性では、「フリーローン・サラ金」に関する相談も多い。

・ 女性では、年齢層を問わず、エステや健康食品等美容に関するものが多い。

第１部第１章第３節 消費生活相談の概況

若者の相談は、一人暮らしをきっかけとしたトラブル
に関するものが多い

図表Ⅰ-1-3-8 若者の商品・サービス別上位相談件数（2017年）

（備考） ❶ ． PIO-NETに登録された消費生活相談情報（❷⓪❶❽年 ❸ 月❸❶日までの登録分）。
❷ ． 品目は商品キーワード（小分類）。

男性
15-19歳 20-24歳 25-29歳

件数 6,643 件数 16,823 件数 16,389
1 アダルト情報サイト 1,022 賃貸アパート 1,082 賃貸アパート 1,665
2 デジタルコンテンツ（全般） 432 デジタルコンテンツ（全般） 974 デジタルコンテンツ（全般） 1,002
3 オンラインゲーム 353 アダルト情報サイト 935 フリーローン・サラ金 953
4 テレビ放送サービス（全般） 306 フリーローン・サラ金 884 アダルト情報サイト 627
5 ビジネス教室 269 商品一般 743 商品一般 569
6 他のデジタルコンテンツ 239 普通・小型自動車 591 光ファイバー 497
7 出会い系サイト 180 出会い系サイト 523 普通・小型自動車 477
8 商品一般 175 他のデジタルコンテンツ 506 他のデジタルコンテンツ 463
9 賃貸アパート 148 光ファイバー 472 携帯電話サービス 367
10 普通・小型自動車 102 他の内職・副業 404 出会い系サイト 322

女性
15-19歳 20-24歳 25-29歳

件数 6,120 件数 20,583 件数 19,830
1 他の健康食品 567 脱毛エステ 2,084 賃貸アパート 1,601
2 アダルト情報サイト 525 デジタルコンテンツ（全般） 1,255 脱毛エステ 1,368
3 デジタルコンテンツ（全般） 474 賃貸アパート 1,125 デジタルコンテンツ（全般） 1,331
4 テレビ放送サービス（全般） 191 出会い系サイト 926 商品一般 651
5 他のデジタルコンテンツ 186 アダルト情報サイト 764 出会い系サイト 620
6 コンサート 184 他のデジタルコンテンツ 666 他のデジタルコンテンツ 589
7 脱毛剤 179 他の健康食品 656 他の健康食品 560
8 商品一般 155 商品一般 592 アダルト情報サイト 532
9 出会い系サイト 153 痩身エステ 454 フリーローン・サラ金 472
10 賃貸アパート 146 モバイルデータ通信 443 モバイルデータ通信 394

黄色 ：デジタルコンテンツ 黄緑色 ：一人暮らしがきっかけとなり得るもの
緑色 ：借金に関するもの 青色 ：自動車に関するもの ピンク色 ：美容に関するもの
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・ 2017年の高齢者（65歳以上）に関する消費生活相談件数は、26.6万件。

・ 2017年は、「商品一般」（架空請求のはがき等）、インターネットに関連した相

談（デジタルコンテンツ等）が増加。

・ 一方、「アダルト情報サイト」に関する相談は前年より約４割減少。

・ 「ファンド型投資商品」等金融商品に関する相談は減少しているが、仮想通

貨に関する投資トラブルの相談が高齢者から寄せられており、注意が必要。

第１部第１章第３節 消費生活相談の概況

高齢者では、アダルト情報サイトに関する相談が減少

図表Ⅰ-1-3-10 高齢者の商品・サービス別上位相談件数

（備考） ❶ ． PIO-NETに登録された消費生活相談情報（❷⓪❶❽年 ❸ 月❸❶日までの登録分）。
❷ ． 品目は商品キーワード（小分類）。
❸ ．契約当事者が❻❺歳以上の相談。

2011年 件数 2014年 件数 2017年 件数

1 フリーローン・サラ金 10,544 商品一般 22,759 商品一般 39,706 

2 ファンド型投資商品 8,476 アダルト情報サイト 12,156 デジタルコンテンツ（全般） 23,498 

3 商品一般 7,404 ファンド型投資商品 10,017 光ファイバー 9,694 

4 アダルト情報サイト 6,094 フリーローン・サラ金 6,210 アダルト情報サイト 7,180 

5 公社債 6,092 デジタルコンテンツ（全般） 6,203 他のデジタルコンテンツ 5,663 

6 未公開株 5,414 新聞 6,005 新聞 5,398 

7 新聞 4,993 光ファイバー 5,601 フリーローン・サラ金 4,936 

8 宝くじ 4,316 相談その他（全般） 5,189 修理サービス 4,813 

9 修理サービス 4,145 役務その他サービス 5,081 他の健康食品 4,778 

10 相談その他（全般） 3,117 修理サービス 4,368 相談その他（全般） 4,158 

黄色 ：インターネット関連 紫色 ：投資勧誘トラブル 緑色 ：借金に関するもの
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・ 販売購入形態別では、2017年は、「インターネット通販」の割合（26.0％）が

「店舗販売」の割合（25.2％）を上回った。

・ 65歳以上の高齢者では、「インターネット通販」の割合が拡大 し、2017年は

「訪問販売」の割合を上回った。

・ 認知症等の高齢者では、「訪問販売」の割合が約４割、「電話勧誘販売」の

割合が約２割を占める。

第１部第１章第３節 消費生活相談の概況

インターネット通販に関する相談の割合が
店舗販売を上回る

図表Ⅰ-1-3-13 販売購入形態別消費生活相談割合の推移

（備考） ❶ ． PIO-NETに登録された消費生活相談情報（❷⓪❶❽年 ❸ 月❸❶日までの登録分）。
❷ ． ❷⓪❶❸年 ❷ 月❷❶日以降、特定商取引法改正により「訪問購入」が新設されている。
❸ ． 「インターネット通販」の相談については、いわゆる通常のインターネット通販より広い概念を含んでおり、アダルト情報サイトに

代表される、インターネットサイトを利用したサイト利用料、オンラインゲーム等のデジタルコンテンツも、消費生活相談情報で
は「インターネット通販」に入るため、データの見方には注意が必要。

❹ ． 四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。

40 60 80 1000 20

65
歳
以
上

65
歳
未
満

全
体

（年）

（％）

2013

2017

2013

2017

2013

2017

2017

電話勧誘販売店舗購入
インターネット通販以外の通信販売

その他無店舗ネガティブ・オプション 訪問購入
マルチ取引

不明・無関係

インターネット通販訪問販売

認
知
症
等

高
齢
者

10.4

20.7

26.0

29.6

33.4

6.0

16.2

11.5

6.7

5.4

4.4

25.4

11.1

18.3

9.8

8.6

7.1

6.0

15.2

13.6

38.3

29.3

25.2

33.5

27.7

20.2

20.1

13.4

16.0

20.9

12.8

16.6

17.4

24.7

15.4

9.2

9.3

8.8

9.0

10.3

8.9

0.9

0.7

0.9

0.7

1.0

0.7

0.9

0.7

1.0

0.4

0.5

1.3

1.9

2.2

0.9

0.3

0.2

0.2

2.3

0.5

0.8

1.1

1.2

1.2

1.5

0.8

0.8

0.81.0

29.8

35.4

16.3

26.6

38.4

42.3

9.9

インターネット通販
電話勧誘販売

訪問販売

10



・ 2017年における架空請求に関する相談は、15.9万件と、前年に比して大幅増。

・ 架空請求のはがきに関する相談が5.6万件寄せられた。

・ はがきの具体的な内容は、法務省等の名称を不正に使用し、財産の差押えを

強制的に執行する等 というもの。

・ 契約当事者は、ほとんど50歳代以上の中高年女性。

・ なお、架空請求に関する相談のほとんど（98.1％）は、請求に応じる前の相談。

第１部第１章第４節 最近注目される消費者問題

法務省等をかたる架空請求のはがき
に関する相談が急増

図表Ⅰ-1-4-1 架空請求に関する消費生活相談件数

（備考）  PIO-NETに登録された消費生活相談情報（❷⓪❶❽年 ❸ 月❸❶日までの登録分）。
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・ ＳＮＳが何らかの形で関連している相談は、2017年は1.4万件に増加。

・ 年齢層別では、20歳代の相談件数が最も多い。

・ 20歳代以下の年齢層では、ＳＮＳで知り合った友人から誘われてマルチ取

引等に巻き込まれたといった相談も寄せられている。

・ 一方、2013年と比較すると、50歳代、60歳代及び70歳以上の各年齢層に

おける相談件数はそれぞれ同年の４倍を超える。

・ 相談内容は、多岐にわたる。

相談事例 「ＳＮＳ上の広告を見て『お試し』のつもりで商品を購入したところ、定期

購入になってしまった」 等

第１部第１章第４節 最近注目される消費者問題

ＳＮＳが関連している相談は、50歳以上においても増加

SNSが何らかの形で関連している消費生活相談件数

（備考） ❶ ． PIO-NETに登録された消費生活相談情報（❷⓪❶❽年 ❸ 月❸❶日までの登録分）。
❷ ．参考として、グラフの右端に、❷⓪❶❼年の消費生活相談件数を並べたもの。

7.8%
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仮想通貨をめぐるトラブルが増加

第１部第１章第４節 最近注目される消費者問題

・ 2017年の「仮想通貨」に関する相談件数は、2016年の3.5倍以上。

・ 仮想通貨の交換と関連付けた投資や利殖をうたう詐欺的なトラブルが典型。

相談事例 「売却利益を目的に仮想通貨を購入したが、勧誘時に言われたとおり

に買い取られず支払ったお金も戻ってこない」 等

・ セキュ リティに関するトラブルの相談もみられる。

相談事例 「購入・売却・送金等の確認ができない」

「口座に不正にアクセスされて第三者に送金された」 等

図表Ⅰ-1-4-7 「仮想通貨」に関する消費生活相談件数

（備考）  PIO-NETに登録された消費生活相談情報（❷⓪❶❽年 ❸ 月❸❶日までの登録分）。
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・ インターネット上で個人同士が商品や役務を取引するサービスの利用が広がり、

個人間売買に関する相談が2014年以降急増。

・ 買手側の消費者からも売手側の消費者からも相談が寄せられる。

相談事例 買手側：「商品が偽物だった」、「品物が届かない」 等

売手側：「購入者が商品を受け取らない」、「代金が支払われない」 等

第１部第１章第４節 最近注目される消費者問題

インターネットを利用した個人間売買に関する相談が急増

図表Ⅰ-1-4-8 「個人間売買」に関する消費生活相談件数

（備考）  PIO-NETに登録された消費生活相談情報（❷⓪❶❽年 ❸ 月❸❶日までの登録分）。
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・ 自宅で購入業者に物品を買い取ってもらう、いわゆる訪問購入に関する相談が2015

年以降年間8,000件台。

・ 2017年は、65歳以上の高齢者が約６割を占め、そのうちの約８割が女性。

相談事例 「不要品を売却しようと自宅に呼んだ購入業者に貴金属を見せるよう強く求めら

れ、貴金属を売却することになってしまった」

「自宅に来た購入業者に売却してしまった貴金属を取り戻したいと思って連絡し

たが『買取りはクーリングオフできない』、『転売した』等と言われ取り戻せない」

等

第１部第１章第４節 最近注目される消費者問題

高齢者の「終活」に付け込んだ悪質な商法が目立つ
①訪問購入

 

図表Ⅰ-1-4-10 「訪問購入」に関する消費生活相談件数

（備考） ❶ ． PIO-NETに登録された消費生活相談情報（❷⓪❶❽年 ❸ 月❸❶日までの登録分）。
❷ ． 特定商取引法の「訪問購入」には該当しないものも含まれる。
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・ 過去に原野商法の被害に遭った被害者を虚偽の説明で勧誘し、新たに高

額な契約を結ばせる二次被害に関する相談件数が2017年は急増。

・ 2017年の既支払総額は26.7億円、相談１件当たりの既支払額も約162万円

と高額化。

相談事例 「『土地を高く買い取る』と勧誘されて契約を結び、『売却手数料』などと

して数百万円を支払った」として相談が寄せられるが、実際の契約は

原野等の売却と同時に売却額より高額な新たな原野等を購入する契

約となっており、結果として差額分を支払うことになる 等

・ 重ねての「二次被害」となる勧誘を受けたケースもみられる。

相談事例 「『同じ被害に遭った人を救済している。当社と契約すればお金を取り

戻してあげる』と勧誘された」 等

第１部第１章第４節 最近注目される消費者問題

高齢者の「終活」に付け込んだ悪質な商法が目立つ
②原野商法の二次被害

図表Ⅰ-1-4-12 「原野商法」に関する消費生活相談件数

（備考）  PIO-NETに登録された消費生活相談情報（❷⓪❶❽年 ❸ 月❸❶日までの登録分）。
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・ 過去１年間に購入した商品や利用したサービスについて何らかの消費者被害・

トラブルを経験したと認識している人の割合は9.5％。

・ 2017年の１年間の消費者被害・トラブル額（消費者被害・トラブルに関する商品・

サービスへの支出総額）は推計約5.3兆円。

・ 消費者が消費者被害やトラブルだと認識している被害・トラブルが、経済的損失

額としてどの程度の規模となるかを、商品やサービスの金額ベースで示したもの。

第１部第１章第５節 消費者被害・トラブルの経験と被害・トラブル額の推計

消費者被害・トラブル額は約5.3兆円と推計

【ID40001】Ⅰ-1-5-1_○0409_購入商品や利用サービスでの消費者被害・トラブルの経験.xlsx

図表Ⅰ-1-5-1 購入商品や利用サービスでの消費者被害・トラブルの経験

（備考）　 1． 消費者庁「消費者意識基本調査」により作成。（　）内は調査実施時期。
　　　　 2． 「あなたがこの 1年間に購入した商品、利用したサービスについて、以下に当てはまる経験をしたことはありますか。」との問に

対する回答。

2013年度
（2014年 1 月）
N = 6,528人

2014年度
（2014年11月）
N = 6,449人

2015年度
（2015年11月）
N = 6,513人

2016年度
（2016年11月）
N = 6,009人

2017年度
（2017年11月）
N = 6,255人

商品の機能・品質やサービスの質が期待よりかなり劣っていた 6.1% 7.9% 8.2% 5.9% 7.2%

表示・広告と実際の商品・サービスの内容がかなり違っていた 2.5% 4.9% 4.8% 3.2% 3.9%

思っていたよりかなり高い金額を請求された 0.8% 2.4% 2.7% 1.0% 1.2%

問題のある販売手口やセールストークにより契約・購入した 0.4% 1.4% 1.7% 0.8% 1.2%

契約・解約時のトラブルにより被害に遭った 0.4% 1.1% 1.2% 0.9% 0.8%

詐欺によって事業者にお金を払った（又はその約束をした） 0.2% 0.3% 0.6% 0.4% 0.7%

けが、病気をする等、安全性や衛生面に問題があった 0.5% 1.3% 1.8% 0.8% 0.5%

その他の消費者被害の経験 0.7% 1.6% 1.8% 0.9% 1.0%

上記のいずれかの経験があった 8.0% 10.6% 10.9% 7.7% 9.5%

【ID30002】Ⅰ-1-5-4_○0411_消費者被害・トラブル額の推計結果.xlsx

図表Ⅰ-1-5-4 消費者被害・トラブル額の推計結果

※「既支払額（信用供与を含む。）」とは、既に支払った金額にクレジットカード等による将来の支払を加えたもの。
（備考）　 1． 消費者意識基本調査において「あなたがこの 1年間に購入した商品、利用したサービスについてお尋ねします。この 1年間に、以

下に当てはまる経験をしたことはありますか。」との問に対して、以下の経験についての回答を集計した結果に基づき件数を推計
している。①けが、病気をする等、安全性や衛生面に問題があった、②商品の機能・品質やサービスの質が期待よりかなり劣って
いた、③思っていたよりかなり高い金額を請求された、④表示・広告と実際の商品・サービスの内容がかなり違っていた、⑤問題
のある販売手口やセールストークにより契約・購入した、⑥契約・解約時のトラブルにより被害に遭った、⑦詐欺によって事業者
にお金を払った（又はその約束をした）、⑧その他、消費者被害の経験。

　　　　 2． 平均金額は、各年の消費生活相談情報（翌年 1月31日までの登録分）に基づき算出。
　　　　 3． 消費者被害・トラブルに関する商品・サービスへの支出総額。
　　　　 4． 「消費者意識基本調査」を行い消費者被害・トラブルの「発生確率」を求めた上で、消費生活相談情報から計算される消費者被害

1件当たりの平均金額を乗じ、高齢者の潜在被害が一定数存在するものと仮定しその分を上乗せするなどの補正を行った推計額。
　　　　 5． 本推計に使用している意識調査はあくまで消費者の意識に基づくものであり、消費者被害・トラブルの捉え方が回答者により異な

ること、意識調査の性格上誤差を含むものであることに注意が必要。

2013年 2014年 2015年 2016年 2017年

契約購入金額 約6.5兆円 約7.8兆円 約7.4兆円 約5.9兆円 約6.4兆円

既支払額（信用供与を含む。）※ 約6.0兆円 約6.7兆円 約6.7兆円 約5.2兆円 約5.3兆円

既支払額 約5.4兆円 約5.5兆円 約6.0兆円 約4.7兆円 約5.0兆円
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・ インターネットでの架空請求や不審なメール受け取り等のトラブルは62.6％

が経験。

・ そのうち、「無視した」割合は、７割以上。

・ 一方、トラブルに発展しかねない対応の「指示に従ったり、発信元に問い合

わせたりした」消費者もいる。

第１部第１章第６節 消費者を取り巻く環境変化の動向

インターネットでの不審なメール等は
「無視した」が多数

図表Ⅰ-1-6-20 インターネット利用での経験と対応方法

（備考） ❶ ． 消費者庁「消費者意識基本調査」（❷⓪❶❼年度）により作成。
❷ ． インターネットでの経験について、「『経験あり』と回答した項目について、あなたはどのように対応しましたか。それぞれについ

て当てはまるものを全てお選びください。各項目について、経験が複数おありの方は、最も印象に残っている経験について、その
時の対応をお答えください。」との問に対する回答（複数回答）。

❸ ．「その他」、「無回答」を除く。

（％）

無視した インターネットで対
応策を調べた

指示に従ったり、発
信元に問い合わせた

りした

誰かに
相談した

芸能人・有名人をかたった怪しいメール
等を受け取った

（N=1,012、
M.T.=104.7%）

利用したつもりのない有料動画サイト等
の請求に関するメール等を受け取った

（N=1,841、
M.T.=112.8%）

インターネット閲覧中に、利用したつも
りのない有料動画サイト等の請求画面が
表示された

（N=1,102、
M.T.=110.9%）

なりすましや乗っ取られたアカウントか
ら連絡が来た（プリペイドカード等を購
入するように指示される等）

（N=584、
M.T.=107.4%）

インターネット閲覧中に、突然「端末から
ウイルスを検出しました」、「今すぐアップ
デートが必要」等の警告画面が表示された

（N=1,635、
M.T.=111.8%）

92.1  4.6 0.9 2.1

87.7 14.1 1.2 8.3

85.4 15.0 0.9 6.6

78.4  9.2 2.2 6.5

75.8 20.7 2.4 9.2
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・ 2016年には、「不慮の事故」により、14歳以下の子ども292人の命が失われ

ている。

・ 子どもの「不慮の事故（交通事故、自然災害を除く）」による死亡数は長期的

には大幅に減少し、1980年から2015年の35年間で10分の１以下に。

第１部第２章 子どもの事故防止に向けて
第１節 子どもの事故を社会全体で防ぐ

特集

「不慮の事故」は子どもの死因上位４位以内

図表Ⅰ-2-1-1 2016年の子どもの死因上位 5位

1 位 2 位 3 位 4 位 5 位

0 歳
（1,928人）

先天奇形，変形
及び染色体異常
（663人、34.4%）

周産期に特異的
な呼吸障害等
（282人、14.6%）

乳幼児突然死症
候群
（109人、5.7%）

不慮の事故
（73人、3.8%）

胎児及び新生児
の出血性障害等
（67人、3.5%）

1 - 4 歳
（690人）

先天奇形，変形
及び染色体異常
（150人、21.7%）

不慮の事故
（85人、12.3%）

悪性新生物
（59人、8.6%）

心疾患
（40人、5.8%）

肺炎
（35人、5.1%）

5 - 9 歳
（391人）

悪性新生物
（84人、21.5%）

不慮の事故
（68人、17.4%）

先天奇形，変形
及び染色体異常
（32人、8.2%）

肺炎
（19人、4.9%）

心疾患
（16人、4.1%）

10-14歳
（440人）

悪性新生物
（95人、21.6%）

自殺
（71人、16.1%）

不慮の事故
（66人、15.0%）

先天奇形，変形
及び染色体異常
（27人、6.1%）

心疾患
（19人、4.3%）

（備考） ❶ ． 厚生労働省「人口動態統計」（❷⓪❶❻年）の「性・年齢別にみた死因順位（死亡数、死亡率（人口❶⓪万対）、割合（％））」により作成。
❷ ． ⓪ 歳は「乳児死因順位に用いる分類項目」、それ以外は「死因順位に用いる分類項目」に基づく。
❸ ． 「心疾患」は心疾患（高血圧性を除く）、「周産期に特異的な呼吸障害等」は周産期に特異的な呼吸障害及び心血管障害、「胎児及び

新生児の出血性障害等」は胎児及び新生児の出血性障害及び血液障害の省略。

図表Ⅰ-2-1-2 子どもの「不慮の事故（交通事故、自然災害を除く）」による死亡数の推移

（備考） ❶ ． 厚生労働省「人口動態統計」により作成。
❷ ． 「不慮の事故」（❶❾❾⓪年以前は「不慮の事故及び有害作用」）から「交通事故」、「自然の力への曝露」（❶❾❾⓪年以前は「天災」）

を除いたもの。

2015
（年）

2010200520001995199019851980
0

3,000
（人）

2,500

2,000

1,500

1,000

500

2,545

1,663

1,159
935

600 518
352

247
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・ 子どもの「不慮の事故（交通事故、自然災害を除く）」の死因内訳をみると、

「０歳」では、「窒息」が約９割を占めている。

・ 「溺水」は、「1-4歳」で45.6％、「5-9歳」で52.9％、「10-14歳」で52.6％であり、

１歳以上では約半数を占めている。

第１部第２章第１節 子どもの事故を社会全体で防ぐ

死因内訳は、０歳では「窒息」が約９割、
１歳以上は「溺水」が約半数

図表Ⅰ-2-1-4 子どもの「不慮の事故（交通事故、自然災害を除く）」による年齢層別の死
因内訳（2016年）

（備考） ❶ ． 厚生労働省「人口動態統計」（❷⓪❶❻年）により作成。
❷ ． 「交通事故」、「自然の力への曝露」を除いて集計。
❸ ． 「溺水」は「不慮の溺死及び溺水」、「窒息」は「その他の不慮の窒息」、「火災」は「煙，火及び火炎への曝露」の略。
❹ ． 「その他」には、「生物によらない機械的な力への曝露」、「生物による機械的な力」、「電流，放射線並びに極端な気温及び気

圧への曝露」、「熱及び高温物質との接触」、「有毒動植物との接触」、「有害物質による不慮の中毒及び有害物質への曝露」、「無
理ながんばり，旅行及び欠乏状態」、「その他及び詳細不明の要因への不慮の曝露」が含まれる。

❺ ． 四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。

4.3

1.8

5.9

5.3

4.0

7.0

14.7

5.3

5.6

89.9

35.1

17.6

15.8

47.5

5.8

45.6

52.9

52.6

34.3

10.5

8.8

21.1

8.6

0 10080604020

14歳以下
（198人）

10―14歳
（38人）

５―９歳
（34人）

１―４歳
（57人）

０歳
（69人）

（％）
転倒・転落 溺水 窒息 火災 その他
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第１部第２章第２節 子どもの事故状況

・ 東京消防庁の管内では、日常生活事故による人口当たり救急搬送人員数

は、子どもと高齢者が多い。

・ 中でも、「１歳」が232.5人/万人で最も多い。

１歳が日常生活の事故で最も救急搬送されている

図表Ⅰ-2-2-2 日常生活事故による人口当たり救急搬送人員数（東京消防庁の管内）

（備考） ❶ ． 東京消防庁「救急搬送データ」（❷⓪❶❷-❷⓪❶❻年）に基づき消費者庁が集計。
❷ ． 総務省「国勢調査」（❷⓪❶❺年）の人口（東京都のうち稲城市、島しょ地区を除く地域）を❷⓪❶❷年から❷⓪❶❻年までの平均人

口として人口当たりの救急搬送人員数を算出した。

65歳以上15―64歳７―14歳４―６歳３歳２歳１歳０歳
0

250
（人/万人）

200

150

100

50

155.4

232.5

190.1

148.9

87.2

61.5
52.3

220.0
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第１部第２章第２節 子どもの事故状況

・ 子どもの日常生活事故による救急搬送人員数を事故種別にみると、各年齢

を通じて「ころぶ」と「落ちる」の割合が高い。

・ 「０歳」では、人やベッドから「落ちる」（31.2％）に続き、「ものがつまる等」が

26.1％で２番目に多い。

事故種別では、「ころぶ」と「落ちる」の割合が大きい

図表Ⅰ-2-2-4 日常生活事故による救急搬送人員数の事故種別割合

（備考） ❶ ． 東京消防庁「救急搬送データ」（❷⓪❶❷差❷⓪❶❻年）に基づき消費者庁が集計。
❷ ． 各年齢後の（ ）内は❷⓪❶❷年から❷⓪❶❻年までの ❺ 年間の救急搬送人員数。
❸ ． 四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。

2.1

2.0

1.9

1.7

1.1

0.7

11.6

7.7

9.4

8.2

8.1

15.6

0.7

0.5

0.3

0.2

0.1

0.1

0.5

0.5

0.4

0.5

0.8

1.3

8.2

7.7
3.2

2.4

2.2

1.5

1.8

4.9

4.3

5.0

5.5
2.6

1.4

3.7
2.8

2.5

3.0

3.8

26.1

13.7

8.8

8.1

5.3
1.6

5.3

8.0

11.4

12.6

16.2

24.0

31.2

25.8

27.1

24.5

21.9

15.1

11.2

25.3

30.4

34.3

35.7

33.5

0 10080604020

７―14歳
（24,005人）

４―６歳
（13,232人）

３歳
（7,518人）

２歳
（9,943人）

１歳
（12,189人）

０歳
（8,349人）

（％）
ころぶ 落ちる ぶつかる ものがつまる等 切る・刺さる はさむ・はさまれる

かまれる・刺される おぼれる その他 不明やけど

ころぶ 落ちる ものがつまる等

やけど おぼれる
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第１部第２章第２節 子どもの事故状況

・ 「転倒・転落」の死因内訳は、「０歳」では、人からの転落や同一平面上での

転倒が多い。ベッドからの転落も18.2％。

・ ３歳以上は、建物又は建造物からの転落が６割以上。

０歳では人やベッドからの転落、
年齢が高くなると建物からの転落が死因

図表Ⅰ-2-2-9 「転倒・転落」の年齢別死因内訳

（備考） ❶ ． 厚生労働省「人口動態調査」（❷⓪⓪❼差❷⓪❶❻年）により作成。
❷ ． 各年齢後の（ ）内は❷⓪⓪❼年から❷⓪❶❻年までの❶⓪年間の死亡数。
❸ ． 「その他」には、「その他の転落」、「アイススケート，スキー，ローラースケート又はスケートボードによる転倒」、「がけか

らの転落」、「溺死又は溺水以外の損傷を生じた水中への潜水又は飛込み」、「運動場設備からの転落」、「他人との衝突又は他
人に押されることによる同一平面上でのその他の転倒」、「その他の家具からの転落」が含まれる。

❹ ． 厚生労働省の人口動態調査の調査票情報を利用し再集計しており、公表数値とは一致しない場合がある。
❺ ． 四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。

3.0

13.3

4.5

10.3

16.4

20.5

18.2

4.5

13.3

3.3

1.7

3.0

3.3

9.1

6.6
1.7

39.4

6.7

1.6

27.3

16.7

31.8

10.3

6.6

5.1

9.1

46.7

50.0

79.5

65.6

70.9

0 100
（％）

80604020

７―14歳
（117人）

４―６歳
（61人）

３歳
（39人）

２歳
（22人）

１歳
（30人）

０歳
（33人）

建物又は建造物からの転落 スリップ，つまづき及びよろめきによる同一平面上での転倒
他人によって運ばれているとき又は支えられているときの転倒・転落
階段及びステップからの転落及びその上での転倒 椅子からの転落 ベッドからの転落
その他

23



第１部第２章第２節 子どもの事故状況

・ 救急搬送データによると、「おぼれる」事故のうち、０歳から２歳までの各年

齢とも、９割以上が「浴槽」で発生。

・ ３歳以上では「河川」での事故が増え、「7-14歳」では37.9％を占める。

浴槽でおぼれる事故が多い

図表Ⅰ-2-2-11 「おぼれる」の年齢別関連器物

（備考） ❶ ． 東京消防庁「救急搬送データ」（❷⓪❶❷差❷⓪❶❻年）に基づき消費者庁が集計。
❷ ． 各年齢後の（ ）内は❷⓪❶❷年から❷⓪❶❻年までの ❺ 年間の救急搬送人員数。
❸ ． 四捨五入のため合計は必ずしも一致しない。

1.5

4.0

26.7

14.3

27.6

6.7

7.1

37.9

4.0

6.7

14.3

6.9

6.7

7.1

1.898.2

98.5

92.0

53.3

57.1

27.6

0 10080604020

７―14歳（29人）

４―６歳（14人）

３歳（15人）

２歳（25人）

１歳（67人）

０歳（56人）

浴槽 ビニールプール プール 河川 その他
（%）
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子どもの事故が起こる様子についての啓発

第１部第２章第２節 子どもの事故状況

寝返り等をして、ベッドの端から転落。 転落し、頭部や身体に受傷。

大人用ベッドからの転落事故のイメージ画像
【図表】大人用ベッドからの転落事故のイメージ画像

【図表】ベランダ1000プロジェクト
（NPO法人セーフキッズジャパン）

【図表】教えて！ドクタープロジェクト
「子どもは静かに溺れます！」
（佐久医師会、佐久市）

（備考）　写真提供：国民生活センター

寝返り等をして、ベッドの端から転落。 転落し、頭部や身体に受傷。
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【図表】子どもを事故から守る‼事故防止ハンドブック

未就学児に予期せず起こりやすい事故と
その予防法、対処法のポイントをまとめたもの。
消費者庁ウェブサイトからのダウンロードが可能。
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・ 「チャイルドシートの使用義務」の認知度は９割。

・ 子どもがいる人は、全体に比べ全項目で認知度が高い。

・ 特に「１歳未満にハチミツを食べさせてはいけないこと」及び「誤飲チェッ

カー」で、全体と子どもがいる人とで認知度の差が大きい。一方、子どもがい

る人でも、前者では１割以上、後者では約６割が「知らない」と回答。

第１部第２章第３節 子どもの事故防止に関する意識・行動

子育てをしている人の方が事故防止の知識がある

図表Ⅰ-2-3-1 子どもの事故防止についての知識

（備考） ❶ ． 消費者庁「消費者意識基本調査」（❷⓪❶❼年度）により作成。各項目は調査票の項目名を省略している。
❷ ． 「あなたは、日常生活における子供の事故防止について、以下のようなことを知っていますか。当てはまるものを ❶ つずつお

選びください。」との問に対する回答。
❸ ． 「子供がいる人」とは、最年少の同居者が❶❹歳以下で、子供と同居し、かつ、孫と同居していない人。
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10.9
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87.5
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16.3
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（％）

80604020

子供がいる人

全体

子供がいる人

全体

子供がいる人

全体

子供がいる人

全体

子供がいる人

全体

子供がいる人

全体

子供がいる人

全体

子供がいる人

全体

知っていた 知らなかった 無回答

チャイルドシートの使用義務

ベランダに踏み台になるものを
置くことの事故発生リスク

ボタン電池の誤飲

柔らかい寝具の窒息リスク

１歳未満にハチミツを食べさせ
てはいけないこと

自転車乗車時のヘルメット着用
努力義務

安全に配慮された製品に付けら
れるマーク

誤飲チェッカー
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・ 子どもの事故防止に関する情報源を０～６歳の子どもがいる保護者に聞い

たところ、全体では「新聞・テレビなどの報道」の回答割合が高い。

・ 父親には、「保育園・幼稚園・学校」、「行政」からの情報が届く機会が母親に

比べて少ないことがうかがわれる。

・ 事故防止に関する知識は、全体的に父親よりも母親の認知度が高い。

【徳島県内での調査結果から】

第１部第２章第３節 子どもの事故防止に関する意識・行動

母親は父親と比べ、「保育園・幼稚園・学校」、
「行政」から事故防止に関する情報を入手

図表Ⅰ-2-3-8 子どもの事故防止に関する情報の入手先（ 0 - 6 歳児の保護者）

（備考） ❶ ． 消費者庁「子どもの事故防止調査」（❷⓪❶❼年度・保護者アンケート）により作成。
❷ ． 「あなたは、子どもの事故防止に関する情報をどこから入手、または、見聞きしますか。」との問に対する回答（複数回答）。
❸ ． 回答者は、徳島県内の出産予定夫婦、０歳児、１差３歳児、４差６歳児の保護者。

100 80 60 40 20 0 0 20 40 60 10080
（％） （％）

父親 母親

子どもの安全に関する情報を
見聞きすることはない

行政（母子健康手帳、乳幼児健
診時、広報誌、ポスター、ウェ

ブサイトなど）

事業者（メーカーのウェブサイ
トや商品の説明書、お客様セン

ターなど）

保育園・幼稚園・学校

産院・病院

その他

育児に関する書籍・雑誌

インターネットで検索して
（SNS、ブログ、口コミなど）

友人・知人・家族

新聞・テレビなどの報道

出産前
０歳児
１―３歳児
４―６歳児

76.3

73.7

73.7

34.2

50.0

34.2

13.2

28.9 

2.6

0.0

68.8

66.9

66.9

26.9

24.4

23.7

6.8

17.9

0.9

2.1

72.6

55.3

55.3

17.3

12.5

42.0

5.1

18.6

1.1

3.2

69.4

45.7

43.0

10.8

9.1

41.9

2.2

9.1

1.1

5.4

78.3 

76.1 

73.9 

73.9 

58.7 

30.4 

15.2 

52.2 

0.0 

0.0 

75.4

73.7

71.8

49.1

38.5

34.4

9.3

55.9

1.4

0.1

77.3

68.4

59.0

40.8

24.5

65.3

8.2

42.2

0.7

0.2

76.1

57.7

45.9

32.3

16.6

75.8

6.6

32.0

0.0

0.6
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・ 消費者庁消費者安全調査委員会（消費者事故調）では、子どもの身体的特

徴や行動特性に着目し、科学的かつ客観的な調査を実施。

・ 調査で得られた知見の例

「玩具による乳幼児の気道閉塞事故」（2017年11月報告書公表）

・ 乳幼児には、咽頭の大きさが最大開口量と比べて小さい等の身体的特徴がある

こと

・ 大きさや形状からは喉の閉塞が発生するとは考えにくい玩具であっても、唾液

などと入り混じって、窒息に至る可能性があること 等

第１部第２章第４節 子どもの事故防止に向けた取組

消費者事故調の調査により、気道閉塞の
メカニズムが明らかに

図表Ⅱ-1-2-6 啓発用の資料（動画、ペーパークラフト）

（a）啓発動画タイトル （c）ペーパークラフト全体像

（b）乳幼児の口・のどの大きさ（啓発動画から抜粋） （d）口腔、咽頭、喉頭部分
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・ 子どもの事故の発生を受けて、消費生活用製品安全法の規定に基づく規制対象

品目の追加や運用の改正を行った。

例 ・ 使い捨てライターを使用した子どもの火遊びの事故が多発していたこと

から、2010年に規制対象品目に追加（2011年９月完全施行）。

・ 乳児用ベッド について、寝返りやつかまり立ちをして柵を乗り越えること

により転落する事故等が発生したことから、安全基準の運用を見直し、

表示が義務付けられている使用上の注意事項を追加（2014年４月施行）。

・ 使用後は前枠を所定の位置に戻さなければ危険である旨、つかまり立ちが

できるようになる時期（おおむね生後５か月以上）の目安等を記載

・ 使用者が認識しやすいよう図表示を貼付 等

第１部第２章第４節 子どもの事故防止に向けた取組

消費生活用製品安全法における規制の強化

図表Ⅰ-2-4-3 乳児用ベッドの使用上の
注意事項（図表示・例）

図表Ⅰ-2-4-9 安全に配慮した製品であることを示すマーク表示

マーク 対象製品 概要

法
定

〈PSCマーク〉

特
定
製
品

特
別
特
定
製
品

乳児用ベッド 消費生活用製品安全法の規定に基づき表示が義務付
けられたマーク。
対象製品は、国の定めた安全基準に適合した旨の
PSCマークがなければ販売できない。製造又は輸
入業者は国の安全基準に適合しているか自己確認が
義務付けられている。「特別特定製品」は更に第三
者機関の検査が義務付けられている。

携帯用レーザー応用装置
浴槽用温水循環器
ライター
登山用ロープ
家庭用の圧力なべ及び圧力がま
乗車用ヘルメット
石油給湯機
石油ふろがま
石油ストーブ
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・ 事業者が、製品の品質や性能・安全性等を定める規格に沿って製品を製造する

ことで、消費者は、一定の安全性が確保された商品を入手できる。

・ 任意規格のうち、ＪＩＳは、工業標準化法に基づき制定される国家規格。

・ 子どもの安全性に関する新たなＪＩＳ規格の制定が行われた。

例 〔 子ども服のひも 〕

子ども服のひもが遊具等に引っ掛かる「ヒヤリハット」が多かったことから、

2015年12月にＪＩＳＬ4129（よいふく）を制定。

第１部第２章第４節 子どもの事故防止に向けた取組

ＪＩＳ規格の制定等による製品の安全性の確保

図表Ⅰ-2-4-4 JIS L4129（具体的事例）

ひもの要求事項（具体的事例）

★頭部及びけい部の範囲：

★背面の範囲：

年少の子供用衣料：

年長の子供用衣料：

年少及び年長の子供用衣料：

ひもが付いた衣料をデザイン、製造又は供給してはならない。

年少及び年長の子供用衣料：

〇印：許容できる事例 ×印：許容できない事例

図１ 図３

×

図２

× ×

× 〇

a
〇

引きひもは自由端があってはならない。衣料の開口部が最大の場合、突き出たルー
プがあってはならない。ループの円周は150mmを超えてはならない（図１参照）。
ホルターネックひもは、頭部及びけい部の範囲に自由端がないようにしなければな
らない（図２参照）。

衣料の後部から出す又は後部で結ぶ引きひも、装着ひも及び装飾ひもがあってはな
らない（図３参照）。

（出典） 経済産業省「子ども用衣料（ひもの安全基準）のJIS案を公表します。～子ども服メーカー・消費者等、関係者へのJIS普及・周
知に向けて～」（❷⓪❶❹年 ❻ 月❷❹日公表）

〈JISマーク〉 日用品、電気用品、家具類、建築資材等 日本工業規格（JIS）に適合する製品が表示するこ
とができるマーク。
JISに該当する商品を製造する事業者等は、登録認
証機関から認証を受けた後、JISマークを商品など
に表示することができる。

図表Ⅰ-2-4-9 安全に配慮した製品であることを示すマーク表示

マーク 対象製品 概要
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・ 事業者団体等が、製品の安全に関する任意の基準を定めている。基準に適

合した製品には、事業者がマークを表示することができる。

・ 子どもの安全に配慮された製品を広く社会に伝え、消費者に安全な製品を

選択してもらうための取組も行われている。

例 ＮＰＯ法人キッズデザイン協議会による「キッズデザイン賞」

第１部第２章第４節 子どもの事故防止に向けた取組

自主基準の制定とマークの表示等、事業者団体の取組

そ
の
他

〈キッズデザインマーク〉 限定なし 特定非営利活動法人キッズデザイン協議会が主催す
る「キッズデザイン賞」を受賞した作品に使用が認
められるマーク。

任
意

〈Ｓマーク〉 電気用品安全法（昭和36年法律第234号）
の対象製品のほか、あらゆる電気製品

電気用品安全法を補完する民間の第三者認証制度
（Ｓマーク認証制度）により、「Ｓマーク認証基準」
に適合した製品に表示されるマーク。
Ｓマーク認証機関が、電気用品安全法の規制対象品
目については、同法の技術基準、同法の規制外の製
品については、Ｓマーク認証機関が定める又は認め
るJIS等の基準の適合性を検査している。
電気製品認証協議会（SCEA）が、第三者認証制度
の公平な運営及び普及等についてＳマーク認証機関
に提言を行っている。

〈STマーク〉 14歳以下の子ども向けの玩具（対象外商
品あり）

一般社団法人日本玩具協会が制定した玩具安全基準
（ST基準）に適合した製品であることを示すマーク。
第三者検査機関によるST基準適合検査に合格した
製品に表示される。また、STマーク付玩具には対
象年齢が記載されている。
STマーク付玩具の欠陥が原因の事故に備え、事業
者への賠償補償が付けられている。

図表Ⅰ-2-4-9 安全に配慮した製品であることを示すマーク表示

マーク 対象製品 概要
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・ 消費者庁「リコール情報サイト」は、各府省庁や地方の行政機関が公表した

リコール情報や事業者の自主的なリコールの情報のうち、消費者に有用なもの

を一元的に集約し公開。

・ 「リコール情報サイト」を活用し、実際に製品を回収する取組も行われている。

例 〔幼児向けリコール製品回収事業（消費者行政充実ネットちば）〕

幼児と保護者が集まる場所に、案内板とリコール製品一覧表を設置。

家庭内にリコール製品があるかを問うアンケート調査を実施し、リコール

手続への行動につながる例も。

（2017年度 経済産業省 製品安全対策優良企業表彰 特別賞受賞）

第１部第２章第４節 子どもの事故防止に向けた取組

リコール情報を一元的に集約し、公開

・子ども用品については、特集を組んで紹介。
・「子ども向けリコール情報」のメールサービスでは、リコール情報サイトへの新規登録
情報のうち、子供向け用品と食品のアレルギー物質の表示欠落に関する情報を配信。

図表Ⅰ-2-4-10 消費者庁「リコール情報サイト」
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・ 政府では、2016年度から「子供の事故防止に関する関係府省庁連絡会議」

を設置し、取組実施状況の共有及び関係府省庁間の連携を推進。

・ 特に、広報面の連携強化として、2017年度から「子どもの事故防止週間」を

創設。共通テーマを掲げて、集中的に広報を実施。

第１部第２章第４節 子どもの事故防止に向けた取組

「子どもの事故防止週間」を設け、
関係府省庁が連携して集中的に広報

図表Ⅰ-2-4-15 包括的なアプローチの推進

〈保護者への周知・啓発、事故防止に関する指針等の周知、製品の改善〉

保護者

PSCマーク、キッズデザイン賞 等
（経済産業省）

製品の改善

自治体
・
事業者
・

関係団体

保護者と子どもに向け
た周知・啓発

施設等での事故防止に
関する指針等

①ウェブサイト、メール、SNSで
保護者等に発信
・子どもを事故から守る！Twitter
（消費者庁）
・健やか親子21（厚生労働省）
・こちら製品安全情報局
（経済産業省）

等
②事故防止に向けた啓発資料の作
成・周知
消費者庁、消防庁、経済産業省

等
③授業等
・「子ども向けの製品安全教育」
（経済産業省）
・「海上安全教室」（海上保安庁）

・「教育・保育施設等における事
故防止及び事故発生時の対応の
ためのガイドライン」
（内閣府、厚生労働省、文部科学省）
・「学校事故対応に関する指針」
（文部科学省）
・「都市公園における遊具の安全
確保に関する指針」
（国土交通省）
・「商業施設内の遊戯施設の安全
に関するガイドライン」
（経済産業省）
・「プールの安全標準指針」
（国土交通省・文部科学省）

「子どもを事故から守る！プロジェクト」
シンボルキャラクター アブナイカモが
登場するポスター

2018年 5 月、「水の事故」、「幼児用座席
付自転車の事故」をテーマに、関係府省
庁が連携し、集中的に広報活動を実施。

図表Ⅰ-2-4-17 「子どもの事故防止週間」
ポスター
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・ 消費者事故の防止のための注意喚起やリコール情報は、報道発表や消費者

庁ウェブサイトへ掲載のほか、消費者庁公式Twitter、Facebookでも連動して

発信。

・ 2017年４月から、「消費者庁 子どもを事故から守る！Twitter」を開始。注意

喚起等の内容に応じて首相官邸ＬＩＮＥも活用。

・ 国際的な共同キャンペーンによる注意喚起、情報提供も実施。

第１部第２章第４節 子どもの事故防止に向けた取組

消費者庁による積極的な情報発信

図表Ⅱ-1-2-1 注意喚起と情報発信方法

報道発表 Twitter
@caa_shohishacho

Facebook
@caa.shohishacho

首相官邸
LINE

@kantei

子どもを事故から
守る！Twitter
@caa_kodomo

子ども安全メール
From消費者庁

m.kodomo@caa.go.jp

消費者

注意喚起

図表Ⅱ-1-2-2 高い関心を集める情報の
迅速な提供 図表Ⅱ-1-6-10 家具転倒防止のための

注意喚起

家具やテレビの転倒に気を付けましょう！
―下敷きになった子どもが死亡する事故も―

（❷⓪❶❼年❶❶月❶⓪日 公表）
OECDグローバル共同啓発キャンペーンの一環として実施。
出典：米国消費者製品安全委員会(CPSC)
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第１部第２章第５節 子どもを安全な環境で育てるために

【国や地方の行政機関】
・ 法令等による規制や事業者への措置等
・ 事故に関する情報収集・原因究明の充実・強化
・ 子育てに関わる人にタイムリーな情報提供

 情報技術を活用し、子どもの月齢・年齢に応じた情報提供

 母親だけでなく父親・祖父母・地域の人に対する啓発

【事業者・事業者団体】
・ 安全の確保に向けた、事業者団体・事業者による自主基準の作成
・ より安全な商品・サービスの開発・提供

*日本経済団体連合会「企業行動憲章」第一原則

「イノベーションを通じて社会に有用で安全な商品・サービスを開発、提供し、持続可能な経済

成長と社会課題の解決を図る」

【子どもの周りにいる大人】
・ 子どもの事故防止に向けて正しい知識を知り、行動する。

 年齢・月齢等によって起きる可能性のある事故

 事故の予防に向けた適切な行動

 事故が起きた後の応急手当や相談方法 等

【幅広い連携】
・ 事故防止に向けては、地域ぐるみの取組等、幅広い関係者の連携が必要。
・ 医療関係者や専門家、民間団体等の協力を得ることも期待される。

子どもの事故を防ぐために、各主体に求められること

図表Ⅰ-2-1-7 事故防止への取組の流れ

対策・
実行

子ども

保護者

関係者

事業者

地方公
共団体

国

事故情報
の収集

知識共有

注意喚起

効果検証

事故情報
の分析
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◆地域全体で安全な街づくりに取り組む＜京都府亀岡市＞

・ 安全な地域づくり・学校づくりに関する国際的な認証「セーフコミュニティ（ＳＣ）」・

「セーフスクール（ＩＳＳ）」を取得。

・ 市内の９保育所が地域（市、自治会、近隣住民等）と連携し、保育園児 の安全に

取り組んでいる。

・ 市独自の電子登録システム「乳幼児外傷予防システム」に、看護師等が園児の

けがの状況を入力することにより、保育士等が

けがの傾向を容易に把握できる。

・ 通園路等の「環境整備」、保護者や園児

に対する「安全安心教育」等のプログラム

を実施。

・ これらの取組により、園児の転倒によるけが

が減少傾向。子ども自身の安全意識の向上

といった成果も。

地域や社会における事故防止に向けた包括的な取組

◆検証から対策の実施まで包括的に取り組む＜東京都商品等安全対策協議会＞

・ 消費者、事業者、学識経験者等が毎年度、

テーマに選定した商品やサービス の安全性

について検討し、提言や消費者への注意喚

起等を取りまとめ。

・ 子どもの事故に関する最近のテーマは、

「ベランダからの転落防止のための手すり」

（2017年度）、「歯ブラシ」（2016年度）、

「ボタン電池等」（2015年度）。

・ 例えば、ボタン電池等については、提言後、

事業者団体による自主ガイドラインの制定や、

誤飲防止パッケージの導入、ＪＩＳ規格の改正

等が行われている。

第１部第２章第５節 子どもを安全な環境で育てるために

砂があると滑るのでほうきで
掃除をしています

【図表】亀岡市の取組

【図表】誤飲防止パッケージ導入のポスター
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第２部 消費者政策の実施の状況
第１章 消費者庁における主な消費者政策
第１節 消費者の安全・安心暮らし戦略

・ 消費者庁では、「消費者基本計画工程表」を踏まえ、「消費者の安全・安心暮ら

し戦略2017」を定めた。

・ 「誰一人取り残されない」社会の実現に向け、

①政策課題に対応しつつ地方消費者行政の強化を推進する、

②財産被害対策、生命身体の安全･安心に係る機能強化、

③多様な消費への対応等、を行う。

消費者の安全で安心な暮らしの確保に向けて

図表Ⅱ-1-1-2 消費者の安全・安心暮らし戦略2017

経済財政運営と改革の基本方針2017（平成29年６月９日閣議決定）

３．多様な消費への対応等

２）新未来創造プロジェクトの推進 ２）働き方・業務運営の変革

１）多様な消費への対応等

政
策
連
携

◆ 消費者の安全・安心を確保するため、消費者事故等の情報収集・分析強化と発生・拡
大防止、悪質事案においても確実に被害の回復を図る取組、消費者教育や消費者志向
経営の促進、高齢者等の見守りネットワーク構築等を図る。

第193回国会における安倍総理大臣施政方針演説（2017年1月20日）

徳島県に「消費者行政新未来創造オフィス」を開設（2017年7月24日）

◆ お年寄りなどを狙った悪質業者が後を絶ちません。被害者の救済を消費者団体が代
わって求める新しい訴訟制度が昨年スタートしました。これを国民生活センターが
バックアップする仕組みを整え、より迅速な救済を目指します。

１．政策課題に対応しつつ地方消費者行政の
強化を推進するとともに、

２．財産被害対策、生命身体の安全・安心に
係る機能強化、

３．多様な消費への対応等、を行う。

１．政策課題に対応した地方消費
者行政の強化

１）地方と連携・協働した地方消費
者行政の充実・強化

１）財産被害防止・救済のための機
能強化等

２）生命身体の安全・安心のための
事故対応機能の強化

①身近で質の高い相談救済を受けら
れる地域体制の強化

①法執行体制の強化
②適格消費者団体・特定適格消費者
団体の設立・活動促進
③ビッグデータ活用によるトラブル
対応強化
④公益通報者保護制度の実効性向上
⑤消費者契約法の見直しの検討

①訪日・在日外国人の消費の安全確
保

②越境取引増加に伴うトラブル対応
強化

③加工食品の新たな原料原産地表示
制度の普及・啓発

④機能性表示食品制度の運用体制強
化

①事故調査能力向上のための人材育
成
②事故の未然防止等に係る事故情報
周知
③生命身体事故等の背景要因の研究
による事故調査の質の向上
④食の安全に関するリスクコミュニ
ケーションや情報発信の強化

①働き方改革の推進による効率的・
効果的な業務執行体制の確立

②EBPM（実証に基づく政策立案）
推進体制の整備

③セキュリティ強化や働き方の見直
し等に資する情報システムの整備

①消費者教育推進などモデル事業の
実施

②政府全体としての政策課題に対応
するための地方消費者行政の充
実・強化
－SDGs(持続可能な開発目標)に対応し
た課題(倫理的消費、食品ロス削減等)
への対応
－成年年齢引下げ、軽減税率導入、訪日
外国人等への対応 など

②豊かな未来に向けた消費者行政の
創造
③消費者問題に関する分析・研究及
び実証実験の実施
－シェアリングエコノミーに関する実証
実験

－世代別等の特性を踏まえた調査研究
など

２．財産被害対策、生命身体の安
全・安心に係る機能強化

「誰一人取り残されない」社会の実現に向け、
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・ 放射性物質を理由に福島県産食品の購入をためらう人は12.7％と、これまで

で最小に。第4回（2014年8月）調査以降、減少傾向。

【風評被害に関する消費者意識の実態調査（第１１回）】

・ 福島県産の食品を購入している理由は、「福島県や福島県の生産者を応援

したいから」という回答が40.9％（全体の7.4％）。

【放射性物質をテーマとした食品安全に関するインターネット意識調査】

第２部第１章第２節 消費者の安全の確保

福島県産食品の購入をためらう人は、過去最小に

福島県産の食品を購入している理由

38.3

23.9

19.0

17.0

40.9

17.7

22.3

20.6

5.7

27.3

16.2

8.3 N＝1,276（全体の18.1%）

0 4020
⑫特に理由はない

⑪産地を気にしていないから

⑩安全性を理解しているから

⑨放射性物質を気にしていないから

⑧基準値を超えたものは出荷制限され
ているから

⑦放射性物質の検査がされているから

⑥基準値を超えない食品を生産する
ように取り組んでいるから

⑤福島県や福島県の生産者を
応援したいから

④よく見かけるから

③値段が安いから

②昔から購入していたから

①おいしいから

（%）

（備考）  ❶ ．消費者庁「放射性物質をテーマとした食品安全に関するインターネット意識調査」（❷⓪❶❼年度）により作成。
❷ ． 「福島県産の食品を購入している方にお伺いします。福島県産の食品を購入しているのはなぜですか。当ては

まるものをお選びください。」との問に対する回答（複数回答）。
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第２部第１章第３節 表示の充実と信頼の確保

・ 2017年９月から、新たな加工食品の原料原産地表示制度がスタート。

・ 新制度の特徴は、

①全ての加工食品について、重量割合上位１位の原材料の原産地を表示

②一定の条件を満たす場合は、「又は表示」、「大括り表示」を認める

③中間加工原材料は「製造地表示」を基本とする 等。

・ 旧制度に基づく表示も認める経過措置期間を設ける（2022年３月31日まで）。

・ 新制度について、パンフレット、全国説明会、政府広報等により、消費者や

事業者等への普及啓発を実施。

新たな加工食品の原料原産地表示制度がスタート

図表Ⅱ-1-3-5 新たな加工食品の原料原産地表示制度の概要

表示方法：

例：（A国、B国)
（A国、B国、その他)

現行同様、国別重量順に表示

例：（A国又はB国)
（A国又は国産)
（A国又はB国又はその他)
と表示しても可

例：（Ａ国製造）（国内製造）

対象原材料が中間加工原材料である場合

又は表示

中間加工原材料の製造地表示

例：（輸入又は国産）
と表示しても可

大括り表示

実行可能性を踏まえ、認められる条件、誤認防止への対応を定めた上で、以
下の規定を導入

国別重量順表示を行った場合に、産地切替えなどのたび
に容器包装の変更を生じると見込まれる場合

例：（輸入）
（輸入、国産）
と表示しても可

国別重量順表示を
行った場合に、３
以上の外国の産地
表示に関して、産
地切替えなどのた
びに容器包装の変
更が生じると見込
まれる場合

過去実績又は計画に基づく
表示である旨を付記

大括り表示＋
又は表示

「大括り表示」を用
いても産地切替えな
どのたびに容器包装
の変更が生じると見
込まれる場合

過去実績又は計画に基づく表示である
旨を付記

※生鮮原材料まで遡って表示できる事業者は、表示しても可
※製造地表示においても、国別重量順表示を原則としつつ、又は表示など上記の考え
方を準用
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第２部第１章第４節 適正な取引の実現

改正特定商取引法の施行及び厳正かつ適切な法執行

（１）改正特定商取引法の施行

・ 特定商取引法の一部を改正する法律が施行（2017年12月１日）。

改正法及び同法施行令の内容 ： ①悪質事業者への対応を強化。

②一定の美容医療契約を特定継続的役務提供に追加。クーリング・オフが可能に。 等

（２）特定商取引法及び預託法の厳正かつ適切な執行

・ 特に、全国的な広がりがあり、甚大な消費者被害のおそれのある重大事案に

対する行政処分等に重点。

2017年度の国による行政処分件数 ： 34件 （2016年度は32件）。

このうち、売上高 10億円以上の事業者に対する行政処分は15件と、消費者庁設置後

最高となった2016年度（21件）に引き続き高水準。

図表Ⅱ-1-4-1 改正特定商取引法及び同法施行令

１．悪質事業者への対応

４．美容医療契約の規制対象への追加

○●次々と法人を立ち上げて違反行為を行う事業者への対処
・業務停止を命ぜられた法人の役員（取締役等）や当該業務を統括する使用

人（例：営業部長）等に対して、停止の範囲内の業務を新たに法人を設立
して継続すること等を禁止する。［違反した場合、個人は３年以下の懲役
又は300万円以下の罰金、法人は３億円以下の罰金〈新設〉］

○業務停止命令の期間の伸長（最長１年→２年）
○刑事罰の強化
・不実告知等に対する法人への罰金を300万円以下から１億円以下に引上げ
・業務停止命令違反に対する懲役刑の上限を２年から３年に引上げ 等
●立入検査等の対象者の拡大
・販売業者の親会社が販売業者に対して勧誘方法の指示をしている場合があ

ること等を踏まえ、立入検査及び報告徴収の対象となる「密接関係者」に
販売業者等の親法人、子法人等を追加する。

２．所在地不明の違反事業者への対応
○所在地不明の違反事業者に対する公示送達による処分
・違反事業者の所在地が不明な場合に、処分書を交付する旨を一定期間掲示

することにより事業者に交付されたものとみなし（公示送達により）処分
を可能とする。

●一定の美容医療契約を特定継続的役務提供に追加
・役務の提供期間が１か月を超え、かつ支払総額が５万円を超える美容医療

契約のうち、①脱毛、②にきび・しみ・そばかす・ほくろの除去、③肌の
しわ・たるみ取り、④脂肪の溶解、⑤歯のホワイトニング 等について、
主務省令で定める方法（例：光の照射、薬剤の注射）によるものを特定継
続的役務提供に追加する。

３．過量販売への対応
○電話勧誘販売における過量販売規制の導入（訪問販売ルー
ルの拡張）

・電話勧誘販売において、消費者が日常生活において通常必要とされる分量
を著しく超える商品の売買契約等について、行政処分（指示等）の対象
とするとともに、申込みの撤回又は解除を行うことができるようにする
（消費者にその契約を締結する特別の事情がある場合を除く）。

【過量のイメージ】
◇寝具（４か月で６回購入）
◇化粧品（72本の化粧水と乳液、2,160袋のパウダーを購入） など

【効果】
◇美容医療を提供する事業者に対し、契約書面等の交付が義務付けられ

る。
◇消費者は契約書面の受領から８日間は「クーリング・オフ」が可能と

なる。
◇クーリング・オフ期間経過後の中途解約時に、消費者が請求される違

約金の金額に上限が設けられる。 等

５．その他
○訪問販売、通信販売及び電話勧誘販売における規制対象の
拡大（指定権利制の見直し）
○通信販売におけるファクシミリ広告への規制の導入（電子
メール広告における規制の拡充）

・ファクシミリ広告を請求等していない消費者に対するファクシミリ広告
の提供を禁止する（オプトイン規制）。
○取消権の行使期間の伸長
・現在の６月から１年に伸長する。 など

※A社への業務停止命令後等に新たに会社を設立し、人やノウハウ等を移転

【対応イメージ】

消費者庁等による処分

違反
事業者

［原則］処分書を書面で交付

違反事業者（所在地不明）

【対応イメージ】

※ウェブサイトのみによって広告や注文の受付を行い、消費者との連
絡手段としてもメールアドレスだけが表示されているケースなど

［改正後］処分書を交付する旨を処分庁に掲示するこ
とで交付したものとみなすことも可能に

B社（実質はA社と同じ）
A社の元取締役Xを代表取締役として設立
※健康食品の電話勧誘販売（新規勧誘等）

A社（健康食品の電話勧誘販売）
※特商法違反によりA社に対して業務停止命令（新規勧誘等の禁止）

C社（実質はA社と同じ）
A社の元営業部長Yが取締役に就任
※健康食品の電話勧誘販売（新規勧誘等）

○：法律事項 ●：政令事項
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第２部第１章第５節 消費者が主役となって選択・行動できる社会の形成

・ 消費者志向経営の広範な普及を図るため、2016年10月、事業者団体、消

費者団体、消費者庁等の行政機関で構成される「消費者志向経営推進組

織（プラットフォーム）」が発足。

・ 「消費者志向自主宣言・フォローアップ活動」等の推進活動を全国的に展

開。2018年３月末時点で、78事業者が自主宣言を公表。

・ 2018年度から「消費者志向経営優良事例表彰」を開始。

78事業者が「消費者志向自主宣言」を公表

【ID80034】Ⅱ-1-5-7_○0412_消費者志向自主宣言・フォローアップ活動について.pptx

図表Ⅱ-1-5-7 消費者志向自主宣言・フォローアップ活動について

事業者

消費者志向経営優良事例表彰

推進組織（プラットフォーム）

可視化（見える化）

結果

行動

宣言
・各事業者が取り組むことを自主的に宣言・公表（理
念・方針及び、可能であれば具体的な実績・計画等）

・宣言・公表した内容に基づき、取組を実施

・実施した取組の具体的内容・結果を公表

・公表された内容を消費者、社会へ広く
発信（推進組織のウェブページ等）
・シンポジウム・セミナー等を通じた周
知活動
・優良事例の公表、表彰など（2018年
度以降）

○2018年度から開始
○消費者志向自主宣言を公表し、かつ、フォローアップ結果を公表している事業者の取組が対象
○内閣府特命担当大臣表彰等を授与

【ID80035】Ⅱ-1-5-9_消費者志向自主宣言の例.pptx

図表Ⅱ-1-5-8 消費者志向自主宣言の例

※各事業者の消費者志向自主宣言の内容を基に消費者庁が分類したものであり、各事業者の分類と同じとは限らない。

ア）経営トップのコミットメント
・消費者志向の経営方針を内外に発信する。
・企業理念を従業員に周知し、浸透を図る。
・リスク情報を経営トップに報告する体制を構築する。

イ）コーポレートガバナンスの確保
・「消費者の声」を取締役会等に共有し、改善を図る。
・外部有識者との会議を開催し、開発や改善に活用する。
・内部統制システムの整備や法令等遵守の徹底を図る。
・ISO10002等、国際規格に基づき対応する。

ウ）従業員の積極的活動
　　（企業風土や従業員の意識の醸成）
・ 感謝や賞賛の声を含む「消費者の声」を、事業者内で共有
する。

・改善事例や成功体験を共有し、事業者内での横展開を図る。
・企業理念やコンプライアンスに関する研修を実施する。
・ 消費者対応窓口の体験等、消費者対応に関する研修を実施
する。

・従業員の資格（消費生活アドバイザー等）取得を促進する。

エ）事業関連部門と品消法関連部門の有機的連携
・ 「消費者の声」を元に改善を推進する専任部署や関係部門
で構成される委員会等を設置する。

・トラブル発生時に、関係部門が連携し対応する。
・トラブルへの対処方針を予め策定する。
・ 品質保証体制を強化し、トラブルの未然防止や再発防止を
図る。

事業者の組織体制の整備・充実
ア）消費者への情報提供の充実・双方向の情報交換
・消費者に分かりやすいウェブサイトや資料を作成する。
・ 契約に際し、十分に情報提供するとともに、適切に意向確
認を行う。

・ 商品情報や品質情報の提供（包装・容器、広告を含む）を
充実、適正化する。

・高齢者や障害者に配慮し、分かりやすい情報提供を行う。
・ 消費者団体や地方公共団体と連携し、情報交換や情報提供
を行う。

・ 消費者との意見交換会や、消費者に対するアンケート調査
等を実施し、「消費者の声」を吸い上げる。

・ 食育イベント（料理教室や自然体験を含む）や工場見学等
を開催する。

イ）消費者・社会の要望を踏まえた改善・開発
・消費者のニーズを先取りし、商品やサービスを開発する。
・ 環境負荷軽減や自然との共生につながる取組や、商品等の
開発を行う。

・ 健康増進や健康寿命の延伸につながる取組や、商品等の開
発を行う。

・ 高齢者や障害者視点で商品等を開発する（ユニバーサルデ
ザインを含む）。

・次世代育成や子育て支援につながる取組を行う。
・ CSV（Creating Shared Value）の考え方を踏まえ、消費
者との価値の共有を目指す。

・ 事業を通じて、健康（又は安心）で豊かな社会・生活の実
現に貢献する。

・社会のニーズを踏まえ、新しい価値の創造に挑戦する。

事業者の消費者に対する具体的な行動
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第２部第１章第５節 消費者が主役となって選択･行動できる社会の形成

・ 2006年４月の公益通報者保護法の施行後、一定の成果は上がってきたが、規

模の小さな市区町村や中小企業の通報窓口の整備率は未だ不十分。

・ 消費者庁は、「新未来創造プロジェクト」による先進的な取組（モデル事業）とし

て、徳島県及び同県内市町村との連携による通報受付窓口の整備促進を実

施。

・ 2017年10月までに、徳島県内全市町村における通報・相談窓口の100％設置

を達成。

市町村等の公益通報窓口整備を促進

図表Ⅱ-1-5-11 市役所・町村役場等における通報・相談窓口設置状況（都道府県別）

0 80604020 100
（％）

①内部の行政職員等からの通報・相談を
受け付ける窓口（注１）

１位 愛媛県
２位 千葉県
３位 大分県
４位 愛知県
５位 佐賀県
６位 埼玉県
７位 兵庫県
８位 岡山県
９位 京都府
10位 神奈川県
11位 東京都
12位 島根県
13位 富山県
14位 大阪府
15位 滋賀県
16位 宮崎県
17位 新潟県
18位 三重県
19位 香川県
20位 岐阜県
20位 静岡県
22位 茨城県
23位 秋田県
24位 鳥取県
25位 青森県
26位 山口県
27位 広島県
28位 福岡県
29位 岩手県
30位 長崎県
31位 奈良県
32位 群馬県
33位 宮城県
34位 山梨県
34位 栃木県
36位 和歌山県
37位 石川県
38位 徳島県
39位 熊本県
40位 北海道
41位 福井県
42位 鹿児島県
43位 福島県
44位 長野県
45位 山形県
46位 沖縄県
47位 高知県

2017年７月
徳島県１位
100％

2017年３月
徳島県38位
33.3％

0 80604020 100
（％）

②外部の労働者等からの通報・相談を
受け付ける窓口（注２）

１位 愛媛県
２位 千葉県
３位 神奈川県
４位 京都府
５位 鳥取県
５位 大分県
７位 東京都
８位 滋賀県
８位 島根県
10位 愛知県
11位 大阪府
12位 埼玉県
13位 兵庫県
14位 新潟県
15位 三重県
16位 山口県
17位 岡山県
18位 富山県
19位 茨城県
20位 宮城県
21位 広島県
22位 岐阜県
23位 秋田県
23位 山梨県
25位 佐賀県
26位 静岡県
27位 群馬県
28位 宮崎県
29位 石川県
30位 福岡県
31位 香川県
32位 青森県
32位 栃木県
34位 長崎県
35位 岩手県
36位 奈良県
37位 福井県
38位 和歌山県
39位 熊本県
40位 北海道
41位 徳島県
42位 沖縄県
43位 鹿児島県
43位 福島県
45位 長野県
45位 山形県
45位 高知県

2017年10月
徳島県１位
100％

2017年３月
徳島県41位
12.5％

100.0
94.3

83.3
81.5
80.0
79.4
78.0
77.8
76.9
75.8
74.2
73.7
73.3
71.4
68.4
65.4
63.3
60.7
58.8
57.1
57.1
56.8
56.0
55.6
55.0
52.6
52.2
51.7
50.0
47.6
47.4
45.5
44.1
44.0
44.0
40.0
36.8
33.3
30.2
30.1
29.4
28.6
27.1
26.3
23.5
19.5
17.6

80.0
71.7

63.6
61.5
61.1
61.1
56.5
52.6
52.6
51.9
50.0
47.6
43.9
43.3
42.9
42.1
40.7
40.0
38.6
35.3
34.8
33.3
32.0
32.0
30.0
28.6
27.3
26.9
26.3
25.9
23.5
22.5
20.0
19.0
18.8
18.4
17.6
16.7
16.3
14.8
12.5
12.2
11.9
11.9
11.8
11.8
11.8

全国平均 52.4％

全国平均 31.8％

（注 ❶ ）  行政機関内部の職員等から当該行政機関内の法令違反行為等に関する通報・相談を受け付ける窓口
（注 ❷ ）  外部の労働者等から事業者内の法令違反行為等に関する通報・相談を受け付ける窓口

（備考） ❶  消費者庁「行政機関における公益通報者保護法の施行状況調査」（❷⓪❶❻年度）により作成。
❷  グラフ中の数字は、調査に対して回答のあった都道府県内の市区町村のうち、通報・相談窓口を設置している市区町村の割合を示

す（❷⓪❶❻年 ❸ 月末時点）。

43



第２部第１章第６節 消費者の被害救済、利益保護の枠組みの整備

・ 消費者団体訴訟制度は、 2007年から運用開始。適格消費者団体による

差止請求訴訟の提起は、53件（2018年４月１日時点）。

・ 消費者裁判手続特例法（2016年10月施行）では、特定適格消費者団体

（注）が原告となり、二段階型の訴訟制度を追行する。

・ 制度の実効性を高めるため、2017年10月から、国民生活センターが、

特定適格消費者団体に代わって仮差押えの担保を立てることが可能に。

国民生活センターが特定適格消費者団体を
支援する仕組みを整備

（注） 適格消費者団体（2018年４月１日時点、17団体）のうち、消費者被害回復裁判手続を適正に遂行
できる消費者団体を内閣総理大臣が認定。

図表Ⅱ-1-6-1 二段階型の訴訟制度

第一段階
（共通義務確認訴訟）

事業者の共通義務を確認

第二段階
（対象債権の確定手続）

誰に、いくら支払うかを確定

団体…特定適格消費者団体

団

体

団

体

団

体
勝
訴
判
決
等

裁
判
所

訴
え
提
起

共
通
義
務
の
審
理

敗
訴
判
決

消
費
者

事
業
者

裁
判
所

消
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者
へ
の
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・
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に
加
入
（
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権
）

債
権
届
出
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に
対
す
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認
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簡
易
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後
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が
あ
る
場
合
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第２部第１章第６節 消費者の被害救済、利益保護の枠組みの整備

・ 2016年改正における衆・参両院特別委員会による附帯決議及び消費者

委員会の答申（2017年８月）を踏まえ、改正法案を検討。

・ 消費者契約法の一部を改正する法律案について、閣議決定・国会提出

（2018年３月２日）。

・ 法律案の内容は、

◆ 社会生活上の経験不足を不当に利用した「不安をあおる告知」等

の取り消しうる不当な勧誘行為を追加

◆ 「消費者が成年被後見人となった場合に契約を解除する」といった

解除条項等、無効となる不当な契約条項を追加 等

消費者契約法の見直し

図表Ⅱ-1-6-2 消費者契約法の一部を改正する法律案

【衆・参消費者特委 附帯決議】
今後の検討課題について
必要な措置を講ずる旨

①条項の作成：解釈に疑義が生じない明確なもので平易なものになるよう配慮
②情報の提供：個々の消費者の知識及び経験を考慮した上で必要な情報を提供

〈経緯〉

取り消しうる不当な勧誘行為の追加等

事業者の努力義務の明示

2016年改正
・過量契約の取消権
・消費者の解除権を放棄させる条項の無効 等

2018年改正
消費者と事業者の交渉力等の格差に鑑み、
消費者契約に関する被害事例等を踏まえ対応

消費者
委員会
答申

（2017年８月）

①社会生活上の経験不足の不当な利用
（１）不安をあおる告知

例：就活中の学生の不安を知りつつ、「このままでは一生
成功しない、この就職セミナーが必要」と告げ勧誘

（２）恋愛感情等に乗じた人間関係の濫用
例：消費者の恋愛感情を知りつつ、「契約してくれな

いと関係を続けない」と告げて勧誘
②加齢等による判断力の低下の不当な利用（※）

例：認知症で判断力が著しく低下した消費者の不安を
知りつつ「この食品を買って食べなければ、今の
健康は維持できない」と告げて勧誘

③霊感等による知見を用いた告知（※）
例：「私は霊が見える。あなたには悪霊が憑いており

そのままでは病状が悪化する。この数珠を買えば
悪霊が去る」と告げて勧誘

④契約締結前に債務の内容を実施等
例：注文を受ける前に、消費者が必要な寸法にさお竹

を切断し、代金を請求

⑤不利益事実の不告知の要件緩和
例：「日照良好」と説明しつつ、隣地にマンションが

建つことを故意に告げず、マンションを販売
→故意要件に重過失を追加

無効となる不当な契約条項の追加等

①消費者の後見等を理由とする解除条項
 例：「賃借人（消費者）が成年被後見人になった場合、直

ちに、賃貸人（事業者）は契約を解除できる」

②事業者が自分の責任を自ら決める条項
 例：「当社が過失のあることを認めた場合に限り、当社は

損害賠償責任を負う」

○施行期日は、公布日から起算して１年を経過した日

（備考） ※は、❷⓪❶❽年 ❺ 月に衆議院での議員修正により追加されたもの。
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・ 持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）とは、「誰一人取り残されない」社会の実現

に向けて、2015年９月に国連で採択された、2030年までの国際目標。

・ 消費者庁は、

◆倫理的消費の普及啓発の推進

◆高齢者・障害者等の消費者被害防止のための見守りネットワークの構築

◆食品ロス削減国民運動「ＮＯ－ＦＯＯＤＬＯＳＳ ＰＲＯＪＥＣＴ」の展開

◆「子どもを事故から守る！プロジェクト」の展開

◆消費者志向経営の推進

について、優先課題として取り組んでいる。

第２部第１章第６節 消費者の被害救済、利益保護の枠組みの整備

持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の推進

図表Ⅱ-1-6-5 SDGsのゴール（目標）（出典：国連広報センター） 図表Ⅱ-1-6-6 SDGs ジャパンロゴマー
ク

図表Ⅱ-1-5-4 食品廃棄物等の発生状況等（概念図）

資料：農林水産省及び環境省「平成❷❼年度推計」

食品廃棄物等
2842万トン

食用仕向量
（粗食料＋加工用）
8291万トン

食
品
資
源
の
利
用
主
体

食品関連事業者

一般家庭

事業系食品廃棄物等
（2010万トン）

家庭系食品廃棄物等
（832万トン）

うち食品ロス量
（可食部分と考えられる量）

646万トン

規格外品、返品、
売れ残り、食べ残し
（357万トン）

食べ残し、過剰除去、
直接廃棄

（289万トン）
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第２部第１章第７節 国や地方の消費者行政の体制整備

・ どこに住んでいても質の高い相談・救済が受けられ、消費者の安全・安心

が確保されるよう、地方消費者行政の一層の強化を図る必要。

・ 2018年度から「地方消費者行政強化交付金」を創設。従来の消費生活相

談体制の整備等と共に、国として取り組むべき重要消費者政策への取組

を支援。

地方消費者行政強化交付金を創設

図表Ⅱ-1-7-2 地方消費者行政強化交付金

⇒ 中期的・計画的な取組を支援
・複数年（３年程度）の取組
・PDCAサイクルによる進捗管理

 国が指定する研修への参加

概要

※：毎年度の交付金の支出限度額は、各都道府県（管内市町村を含む）の消費者行政予算の総額の２分の１まで（被災４県及び熊本県は３分の２まで）

地方消費者行政推進事業（旧地方消費者行政推進交付金）（補助率：定額※）

○国として取り組むべき重要消費者政策
●SDGsへの対応
●若年者への消費者教育の推進
●訪日・在日外国人向け相談窓口の整備
●地方公共団体における法執行の強化
●風評被害防止のための取組 等

○国の政策推進等への対応
●ギャンブル等依存症対策
●AV出演強要問題
●成年年齢の引下げ
●軽減税率の導入 等

地方公共団体
への支援

地方消費者行政強化事業（補助率：1/2）

○2017年度までに『地方消費者行政推進交付金』等を活用し行ってきた消費生活相談体制の整備等の事
業について引き続き支援。
○被災４県及び熊本県においては、特例的に2018年度の新規事業の立ち上げを支援。

○地方公共団体における国として取り組むべき
重要な消費者政策の推進。

○消費生活センターにおける国の政策推進等へ
の対応力を強化

○国として取り組むべき重要な消費者政策の推進のため、積極的に取り組む地方公共団体を支援する。
○国の政策による制度変更等について正確な情報を消費生活センターが消費者に提供できるよう消費生活
センターの機能の維持・充実を図る。
○引き続き、どこに住んでいても質の高い相談・救済が受けられるよう体制整備を支援する。

（国として取り組むべき重要消費者政策への取組）

（消費生活センターの機能の維持・充実）
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第２部第１章第７節 国や地方の消費者行政の体制整備

・ 消費者ホットライン「１８８（いやや！）」（全国共通）が、身近な消費生活相

談窓口を案内。

・ 2017年度の調査では、消費者ホットラインの「名前」・「番号」・「内容」の全

てを知っていた人は4.3％。60歳以上の認知度は６～７％前後に対し、10

歳代後半から40歳代まででは２～３％程度。特に若年層への普及啓発が

必要。

・ 2017年３月に作成した、高校生向け消費者教育教材「社会への扉」等によ

り、若年層への周知を進めていく。

消費者ホットライン「１８８（いやや！）」を若者に周知

図表Ⅱ-1-7-5 消費者ホットライン188チラシ
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第２部第１章第７節 国や地方の消費者行政の体制整備

・ 2017年７月24日、消費者庁と国民生活センターは、徳島県に「消費者行政

新未来創造オフィス」を開設。

・ 下記図表のとおり、分析・研究、実証実験等の新未来創造プロジェクトを集

中的に実施。

消費者行政新未来創造オフィスを2017年７月に開設

図表Ⅱ-1-7-8 新未来創造プロジェクトの概要

プロジェクト名 プロジェクトの主な内容

消

費

者

庁

基
礎
研
究

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

行動経済学等を活用した消費行動等
の分析・研究

行動経済学等を活用し、消費者に対する情報
提供のあり方について実験を実施 学術的知見に

基づく
調査・分析・

研究

消費者庁の
政策の

企画・立案能
力の向上障がい者の消費行動と

消費者トラブルに関する調査
アンケートやヒアリングの実施による、障が
い者の消費行動及び消費者被害実態等の把握

若者の消費者被害の心理的要因
からの分析に係る検討会

心理学等を活用し、若者が消費者被害に遭う
要因等について調査・分析を実施

全
国
展
開
を
見
据
え
た
モ
デ
ル
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

若年者向け消費者教育の取組
徳島県内の全ての高校等において、消費者庁
で作成した教材「社会への扉」を活用した授
業を実施

・県内全域
での実施

・県内での
働きかけ

・県内での
取組事例
の収集

・普及啓発に
係る取組の
効果検証

徳島県内で
得られた
課題や検証
結果等を
踏まえて
全国展開

見守りネットワーク（消費者安全確
保地域協議会）の構築

全県的に見守りネットワークを構築し、県内
の全ての高齢者等が地域で見守られる体制を
構築

倫理的消費（エシカル消費）の普及
徳島県内での事例収集・意識調査・地域版プ
ラットフォームとの連携／エシカル・ラボの
開催

食品ロスの削減
徳島県内のモニター家庭（約100世帯）を対
象として食品ロス削減の取組効果を測定する
調査を実施

子どもの事故防止
徳島県内での子どもの事故防止に対する保護
者等の意識や関係機関の取組について調査を
実施

栄養成分表示等の活用に向けた
消費者教育

栄養成分表示等に関する啓発を行う検証事業
を実施／ 自治体、事業者等へのヒアリング
等を実施

消費者志向経営の推進
地方版の消費者志向経営推進組織（プラット
フォーム）設立等による消費者志向経営の普
及促進

公益通報受付窓口（市区町村）及び
内部通報制度（事業者）の整備促進

県内自治体の通報受付窓口の整備促進／県内
事業者による実効性の高い内部通報制度の整
備を促進支援

食品に関するリスクコミュニケー
ション

徳島県内での効果的なリスコミの手法、コ
ミュニケーターの養成及びその活用方法等に
ついて調査・検証

シェアリングエコノミーに関する
実証実験等

阿波おどり期間中の民泊などシェアリングエ
コノミーに関する調査等を実施

国民
生活

センター

研修事業 主として関西、中国・四国地域の対象者を想
定した研修及び徳島独自の研修を実施 新たな観点

からの取組

成果を踏まえ
全国展開

商品テスト 徳島県を実証フィールドとして活用した先駆
的な商品テストを実施

全国へ
周知啓発
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第２部第２章 消費者政策の実施の状況の詳細

第１節 消費者の安全の確保
１． 事故の未然防止のための取組
２． 消費者事故等の情報収集及び発生・拡大防止
３． 的確かつ迅速な事故の原因究明調査と再発防止
４． 食品の安全性の確保

第２節 表示の充実と信頼の確保
１． 不当な表示を一般的に制限・禁止する景品表示法の普及啓発、

厳正な運用
２． 商品・サービスに応じた表示の普及・改善
３． 食品表示による適正な情報提供及び関係法令の厳正な運用

第３節 適正な取引の実現
１． 商品・サービス横断的な法令の厳正な執行、見直し
２． 商品・サービスに応じた取引の適正化
３． 情報通信技術の進展に対応した取引の適正化
４． 詐欺等の犯罪の未然防止、取締り
５． 規格・計量の適正化

第４節 消費者が主役となって選択・行動できる社会の形成
１． 消費者政策の透明性の確保と消費者の意見の反映
２． 消費者教育の推進
３． 消費者団体、事業者・事業者団体等による自主的な取組の支援・促進
４． 公正自由な競争の促進と公共料金の適正性の確保
５． 環境の保全に配慮した消費行動と事業活動の推進

第５節 消費者の被害救済、利益保護の枠組みの整備
１． 被害救済、苦情処理及び紛争解決の促進
２． 高度情報通信社会の進展に対応した消費者利益の擁護・増進
３． 消費生活のグローバル化の進展に対応した消費者利益の擁護・増進

第６節 国や地方の消費者行政の体制整備
１． 国の組織体制の充実・強化
２． 地方における体制整備

第２部第２章では、2017年度に実施した関係府省も含めた施策の実績に

ついて記述しています。
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